様式第１号

○○年○○月○○日　

　東京都知事　殿

法人の住所


法人の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

支援業務を行う事務所の名称及び所在地

支援業務に関する問合せを受けるための連絡先



住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書



住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号。以下「法」という。）第59条の規定による住宅確保要配慮者居住支援法人の指定を受けたいので、下記の書類を添え、申請します。

記

１　支援業務の種別：法第62条第○号に掲げる業務

２　支援業務以外の業務の内容：○○業務

３　支援業務を開始しようとする年月日：指定年月日以降

４　支援業務を行おうとする区域：○○区市町村

５　支援業務の対象とする要配慮者：○○

６　添付書類
・定款及び登記事項証明書 
・申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表
　（申請年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録）
・申請に係る意思決定を証する書類
・支援業務の実施に関する計画書
・役員の氏名及び略歴を記載した書類
・現に行っている業務の概要を記載した書類　
・支援業務に関する法人としての活動実績が分かる書類
・担当役員及び職員の支援業務従事歴が分かる書類
・行政と連携した取組の実績が分かる書類（行政と連携した取組を行った実績がある場合）
・法人及び役員が欠格事項に該当しないことを誓約する書類（様式第２号）
・個人情報取扱規程又はそれに準じる書類
・区市町村の推薦書（任意提出）
・その他業務に関し、参考となる書類
